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Ⅰ　府内の社会教育を取り巻く状況





資料３





提言「だれもが独りにならない地域社会をめざして～さらなる多様なつながりによる教育コミュニティづくり～」　概要（案）





Ⅱ　提言でめざす地域社会





　はじめに








１　めざす地域社会（だれもが独りにならない地域社会）とは


地域住民が地域課題を学び、できること気になることから始めるという行動が繰り返されている社会





２　めざす地域社会に近づくための具体的なイメージ


・学校・家庭・地域の協働をさらに進め、大人のつながりを広げ、


強めていく。


・そのつながりという土台を活かして地域住民が地域課題に気づき、学び、知り、できること気になることから始めるという動きが繰り返される。


・その繰り返しにより学びを実践に移していく人が増えていく。





＜地域住民の学びから実践へのイメージ図＞








１　大阪府、市町村


・予算の縮減により、社会教育行政職員や社会教育主事が減少してきている。


・社会教育委員会議の開催数は増加しているものの、委員数は減少している。


・教育委員会（公民館等含む）と他部局が連携した講座数は増加しているものの、主催講座数は減少している。


・地域課題に関わる学習機会を提供しているものの、参加する層の拡大に向けた工夫の仕方に苦慮している。


２　関連組織・団体等


・地域の既存組織


　　　地域課題に関わる取組みも行われているものの、組織員の減少や担い手の固定化等により活動は縮小気味である。


・NPO・企業・大学等


　　　自主性、専門性、柔軟性、機動性などの特性を活かし、地域課題への取組みや社会貢献活動は増加しているものの、その情報がなかなか地域に浸透していない。








■提言の目的・背景


１　目的


　　・今期の提言では、だれもが独りにならない地域社会をめざし、教育コミュニティづくりで


培ってきた人々のつながりという土台を活かして地域の個別課題に対してできること気に


なることから始める人を増やすための具体的方策を提案する。　


２　背景


・平成11年提言から教育コミュニティづくりを進める中で全中学校区において学校支援活動が行われるなど学校を核とした地域活動が進展し、子どもと大人、学校と地域住民の交流が広がるなど地域のつながりが深まってきている。


・家庭教育支援に関わる地域のネットワークの有効性が認識されNPOやサークルが増加するなど主体的な活動も現れてきている。


・しかし、地域にはこれまでの教育コミュニティづくりの中で十分に関わりきれていないさまざまな課題（いじめ、障がい者問題等）もある。そのような課題には、福祉部局等の行政部局、社会福祉協議会、NPOなどの組織や団体が対応しているが、「活動への協力者が不足している」「取組みの情報が行き渡らない」等の課題も抱えている。


・このような地域課題にも対処するには、教育コミュニティづくりに関わる地域住民と福祉部局、社会福祉協議会、NPOなどとが連携を強めるとともに企業・大学等とも新たなつながりをつくり、社会総がかりでの取組みを進める必要がある。


・そのためには、互いに学びあうことを通じて人々のつながりをつくるという社会教育の手法が有効である。





「地域課題に気づく」　　　　「地域課題を学ぶ」





できること気になることから始める





課題解決に関わる情報を知る





おわりに





Ⅲ　社会教育行政への提案





■まとめ





・改めて言うならば、「だれもが独りにならない地域社会」とは地域課題の前で一歩踏み出すことを躊躇していた人や関心を持てずにいた人が学びによりできること気になることから始める、という「学びと実践」が繰り返される社会である。


・そのために社会教育ができることは多々あることを主張し、その具体的方策として実践プログラム（案）も提案した。


・今後はこの実践プログラム（案）を下敷きにして地域で議論を巻き起こし、地域の実情に応じた方法で実践していただき、府内各地で「学びと実践」の動きが広がることを願ってやまない。





１　めざす地域社会に近づけるために社会教育行政に求めること


①学校・家庭・地域の協働のさらなる進展


②具体的課題の解決に向けて、多様な活動主体とさらなる連携・協働の促進


③地域のネットワークの核となるための公民館等社会教育関連施設の機能の充実


２　市町村への提案


①地域人材の育成や定着を図るとともに、行政部局の連携の核となり持続的な活動を支えるネットワークを構築すること。


 ②多様な活動主体と連携・協働した学びと実践が繰り返される仕掛けをつくること。


③公民館等社会教育施設がもつ、地域住民どうしが「つどい、まなび、つながる」という機能を高めていくこと。


３　大阪府への提案


　市町村で学びと実践が繰り返される取組みが展開されるよう、市町村社会教育行政職員等に対して人材育成等の研修や府内の特徴的な事例の情報収集・提供をすること。





＜社会教育行政の役割のイメージ図＞





＊資料集





■実践プログラムの提案





　①いじめ問題　②障がい者問題　③高齢者問題　④子育て支援


　⑤要援護者支援（防災活動を通じて）　等





「地域課題への気づきを促す」　　　　「大人が学ぶ機会をつくる」





さまざまな取組みを知ってもらえるよう情報提供する





できること気になることから始め


ようという意識の醸成を図る








